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3.1. 日本多国籍企業と日本の貿易構造 ーむすびにかえて＿

ーはじめに一

1985年のプラザ合意以降の急激な円高は，ア

ジア経済に大きな変革をもたらした。円高によ

る日本企業の活発な対外直接投資， とりわけア

ジア地域（アジア NIES・ASEAN・中国）への

製造業の直接投資は，アジア諸国の工業化を強

力に押し進め，それによって，アジア域内の相

互依存関係が深化してきた。

しかし，アジア域内の工業化を推進し，その

相互依存関係を深化させたのは日本のアジア向

け製造業投資だけではない。従来は対外直接投

資の投資受け入れ国であった韓国・台湾・香港・

シンガポールも ASEANや中国への対外直接

投資を活発化し，それら諸国の工業化を進める

1つの原動力となっている鸞

このような流れの中で，アジア域内での貿易

決済と金融市場も変化しつつある。それを一言

で表すと，「アジアの相対的自立化」ということ

になるだろう。貿易決済における信用状なし決

済の増大とドル離れ，アジア金融市場の発展が

それである。

本稿の目的は，韓国企業の対外直接投資と，

貿易面での相互依存の深化と決済・金融面での

アジアの相対的自立化との関連を探ることにあ

る。その点に関連して，九州大学経済学部世界

経済分析研究室では， 1994年3月に韓国企業の

資金調達・貿易決済の実態についてのアンケー

1) 日本およびアジア NIESの対外直接投資が東ア
ジアの経済成長に与えた影響については，日本銀行

国際局 [13]に詳しい。
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表 1 韓国の対外直接投資（許認可ベース）

1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 

合計 1767 4659 10306 2278 10886 12140 8297 

アジア 113 2028 722 426 3527 687 2844 

シェア 6.4 43.5 7.0 18.7 32.4 5.7 34.3 

増減率 1683.6 -64.4 -41.0 727.6 -80.5 313.9 

北米 209 1088 300 477 560 8214 2156 

シェア 11.8 23.4 2.9 20.9 5.1 67.7 26.0 

増減率 422.0 -72.5 59.2 17.4 1367.6 -73.8 

製造業 187 1007 211 711 3411 248 3998 

シェア 10.6 21.6 2.0 31.2 31.3 2.0 48.2 

増減率 439.8 -79.0 236.5 380.1 -92.7 1511.4 

出所：韓国銀行「海外投資統計年報」 1993年版より作成。

ト調査を行った2)。そこで，韓国のデータにアン

ケート調査を加えて，上に述べた点を明らかに

したい。そのさい，日本の多国籍企業の行動と

貿易・決済・金融市場との関連を比較の対象と

する。

本稿の構成としては，まず1節では，韓国か

らの対外直接投資の概況を見る。ここでは特に，

アジア向け製造業投資を重視する。続いて 2節

では，対外直接投資を行う際の資金調達につい

ての分析を行う。また 3節では，直接投資が貿

易構造に与える影響を検討する。 4節では，貿

易決済方法の変化について，韓国企業の行動と

の関連で述べる。 5節では，韓国企業の行動と

貿易決済通貨について分析する。最後に，これ

らの分析結果から，韓国の対外直接投資とアジ

ア域内の貿易・決済・金融市場との関連を検討

する。

2) この調査資料は，旭硝子財団の研究助成で行った

アンケート調査「韓国企業の対外事業活動と貿易決

済に関する実態調査」をベースにしている。アンケ

ートの詳細な分析については，徳永・濱地・姜 [32]
を参照のこと。

単位：万ドル

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 

6992 21965 36491 37106 47935 94335 162479 160563 121042 

282 718 783 17142 7497 27717 76187 64964 58620 

4.0 3.3 2.1 46.2 15.6 29.4 46.9 40.5 48.4 

-90.1 154.7 9.1 2088.6 -56.3 269.7 174.9 -14.7 -9.8 

2580 2845 19101 15731 23040 43545 59573 52094 24974 

36.9 13.0 52.3 42.4 48.1 46.2 36.7 32.4 20.6 

19.7 10.3 571.5 -17.6 46.5 89.0 36.8 -12.6 -52.1 

874 743 18113 10782 20765 45638 97613 67258 69271 

12.5 3.4 49.6 29.1 43.3 48.4 60.1 41.9 57.2 

-78.1 -14.9 2337.2 -40.5 92.6 119.8 113.9 -31.1 3.0 

1 • 増大するアジア向け製造業直接投資

韓国からの対外直接投資は，許認可ベースで

みると， 1989年以降急増している（表1)。1988

年には4億8000万ドル (253件）であった投資総

額は， 1989年に 9億4000万ドル (368件）とほぼ

倍に増え，それ以降も着実に増加している。1992

年には若干の減少がみられるが，それでも12億

1000万ドル (632件）と， 1988年のほぼ3倍の量

である。なお，件数ベースでは最高の数字を記

録している。

これを地域別にみると，特に，アジア向けの

直接投資が急速に増加している。 1988年には

7500万ドル (118件）であったアジアヘの投資

は， 1989年に 2億7700万ドル (196件）へと大幅

に増加し， 3.7倍にもなっている。また，総投資

額に占めるアジアの比率も， 1988年の16%から

1989年には29%,1992年には47%と大きくなっ

ている。

また，産業別にみると， 1988年以降製造業の

直接投資が増加している。 1987年以前は各年の
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図1 アジアでの韓国企業の直接投資（産業別）

不動産

製造業

出所：韓国銀行「海外投資統計年報」

1993年版より作成。

増減が大きく，一定の傾向を示していない。だ

が， 1988年に 2億800万ドルを記録し，前年比で

92%の増加とほぼ倍増している。それに続く

1989年・ 1990年の増加率もそれぞれ120%,114 

％である。 1991年には一31%と減少しているが，

それでも，1992年には1987年の6.4倍にもなって

いる。この数値は，各年に行われた投資額であ

って，各年末の投資累積額ではない。また，総

投資額に占める製造業の比率も， 1987年の29%

から1988年には43%,.1992年には57%と過半数

を占めるに至っている。

アジア向け直接投資の累計額を産業別にみた

のが図 1である。これによると，製造業投資が

14億600万4000ドルで最も多く，アジア向けの総

投資額の60.6%を占めている。また，この製造

業の業種についてみたのが図2である。これか

らわかることは，金属加工への投資が3億878万

5000ドル（全体の22%),繊維・繊維製品への投

資が2億6730万9000ドル (19%) と多いという

ことである。それに加えて，ほとんどが雑貨関

連であると思われるその他も14%を占めている。

なお，石油化学への投資が14%と大きいが，こ

れは過半数がインドネシア向けの投資である。

図2 アジアでの韓国製造業企業の直接投資

出所：韓国銀行「海外投資統計年報」

1993年版より作成。

このような韓国のアジア向け製造業直接投資

の要因は何であろうか1)。この点について，韓国

の経済発展との関連で考えてみよう。

韓国は，対外直接投資の受け入れと対外借款

によって，いわゆる「輸出指向型」の工業化を

推進してきた。特に，労働集約的な製品を中心

とした北米輸出がその中核をなしていた。これ

は，労賃の安さとウォンの対ドル相場の安定性

に起因するものであった。しかし， 1985年以降

の対ドル相場の上昇，アメリカやヨーロッパか

らの貿易規制，国内の労賃の上昇の要因から，

従来の貿易構造を維持したままでの経済発展が

次第に困難な状況になってきている。これを打

開するための 1つの方策として，韓国の対外直

接投資が活発化した2)。

このような要因から，韓国の対外直接投資は

大きく分けて 2つに分類できる。 1つは，北米

やヨーロッパ向けのいわゆる現地販売を目的と

したものである。これは，進出国の輸入規制を

1) 韓国企業の対外直接投資についての分析は，金
[ 8 J, 水野 [12],小川 [16],谷口 [23],谷浦
[24], 柳町 [41]などがある。
2) これに加えて，谷浦 [24]は，外貨事情の好転と
韓国政府による援助の拡大を挙げている。
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回避し，それによってこれまでの輸出市場を確 表2 一社あたりの投資活動状況

保しようというものである。もう 1つは，アジ （単位：千万ウォンおよび百万円）

ア向けの第三国への輸出を目的としたものであ

る。これは，ウォン相場の上昇と労賃の上昇に

よる競争力の低下を回復しようと，労賃の相対

的に安い ASEANや中国で生産し，その製品を

北米などこれまでの輸出市場に輸出しようとい

うものである3)。これらのことを考えると，韓国

の対外直接投資は韓国の貿易構造に変化をもた

らしていると思われる。この点については，第

3節で詳しく分析する。

2 • 現地に依存する資金調達

2. 1. 韓国企業の投資の実態

本節では，韓国企業の資金調達について，日

本の多国籍企業と比較しながら，アンケートを

中心として，その特徴点を浮き彫りにしてみた

し::il¥

アンケートに回答した企業1社平均の投資活

動状況をまとめたのが表2である。日本の機械

関連多国籍企業では，対外直接投資の許可・届

出累計額は 1社平均で104億1500万円，その内訳

である現地法人への出資金は94億9200万円であ

る。従って，対外直接投資の許可・届出累計額

に占める出資金の割合 (B/A) は96%である。

また，現地法人への投融資残高は 1社平均で

163億5600万円で，そのうち現地法人への出資金

残高は152億5300万円である。これから，出資金

を除く投融資残高を求めると11億300万円とな

3) 谷口 [23]では，この 2つのタイプをそれぞれ発
展維持・促進型と発展波及型と呼んでいる。なお，
谷口 [23]では，これ以外に先進国での技術の習得
を目的とした直接投資を発展吸収型と呼んでいる。
1) アンケートに基づいた，日本の機械関連多国籍企
業の資金調達についての詳しい分析は，徳永・立石・
山本 [31]及び立石 [23]を参照のこと。

韓国企業I) 日本企業

対外直接投資の許可•届出累計額 A 148.2(36社） 10415(97社）

現地法人への出資金 B 116.1(36社） 9942(98社）

現地法人への投融資残高 C 81. 6 (20社） 16356(95社）

現地法人への出資金残高 D 70.6(20社） 15253(95社）

出資金を除く投融資残高 C-D 11.0(20社） 1103(95社）

現地法人への保証残高 E 33.1(14社） 3960(96社）

B/A 78.3% 95.5%2> 

D/C 86.5% 93.2% 

E/(C-D) 3.0倍2) 3.6倍2)

出所：徳永・立石・山本[31]および徳永・濱地・姜[32]

より作成。

注 1): 韓国企業のデータは、「現地法人への保証残高」

の項目が財閥系企業2社においてそれぞれ1216

億2000万ウォンと5064億3000万ウォン

と非常に大きいため、この2社の数値を除いた。

2) : 各項目ごとに有効回答件数が異なるため、数値

間に必ずしも整合性があるとは限らない。

る。さらに，投融資残高に占める出資金残高

(D/C)は93%となる。これらのことから，日

本の機械関連多国籍企業の場合には，対外直接

投資のほとんどが現地法人への出資金で占めら

れると考えられる。このことは，親会社から現

地法人への貸付はほとんど行なわれていないこ

とを示すのかもしれない。

次に，韓国企業の場合をみてみよう。 1社平

均の対外直接投資の許可・届出累計額は52億

4300万ウォン，現地法人への出資金は37億6900

万ウォンである。従って，対外直接投資に許可・

届出累計額に占める出資金の割合 (B/A)は78

％となる。この数値は，日本の機械関連多国籍

企業の場合よりも低くなっている。

また，韓国企業の場合の現地法人への投融資

残高は 8億1600万ウォン，現地法人への出資金

残高は 7億600万ウォンである。これから，出資

金を除く投融資残高を求めると 1億1000万ウォ
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ンとなる。さらに，投融資残高に占める出資金

残高は87%である。この数値も日本の機械関連

多国籍企業よりも低くなっている。しかしなが

ら，韓国企業の場合も日本の機械関連多国籍企

業と同じように，対外直接投資の大半は現地法

人への出資金で占められているといえるのでは

ないだろうか。逆に，親会社から現地法人への

貸付はそれほど行なわれていないといえるかも

しれない。

それでは，現地法人はどこから必要な資金を

調達しているのだろうか。これを解明する手が

かりの一端となるのが現地法人への保証残高で

ある。ふたたび表2をみると，日本の機械関連

多国籍企業の場合には，現地法人への保証残高

は， 1社平均で39億6000万円になっている。こ

の額は，出資金を除く投融資残高の3.6倍になっ

ている。従って，日本の機械関連多国籍企業の

場合には，出資金を除く投融資残高の 4倍近い

資金を親会社から保証を受けて現地で借りいれ

ていると考えられる2)3)0 

一方，韓国企業の場合には，現地法人への保

証残高は， 3億3100万ウォンであり，出資金を

除く投融資残高の 3倍になっている。このこと

から，韓国企業の場合にも，出資金を除く投融

資残高の 3倍の資金を親会社から保証を受けて

現地で借り入れていると思われる。

以上のことから，韓国企業の投資の実態は，

日本の機械関連多国籍企業と同じような傾向に

あるといえる。すなわち，対外直接投資の大半

2) 韓国企業のデータについては，表2の注にもある
ように，財閥系企業2社の保証残高があまりにも大
きいため，これらの数値を除いたものである。な

ぉ，徳永・濱地・姜 [32]では，これら財閥系企業
の数値を加えた表を掲載している。

3) 日本企業が， ASEANにおいて，親会社の保証に
より現地金融機関から資金を調達していることに

ついては，徳永 [28]を参照のこと。

は現地法人への出資金であり，現地法人は親会

社の保証を受けて現地で資金を借り入れている

のである。

2.2. 資金調達の源泉

続いて，韓国企業が出資金および借入金をど

こから調達しているのか，日本の多国籍企業と

の比較でみてみよう。

2. 2. 1. 日本多国籍企業の資金調達の源泉

通産省の『海外投資統計総覧』4)から，日系製

造業現地法人の資金調達源泉の比率を求めたの

が表3である。アジアにおいては長期金融市場

が未発達のため，現地法人が短期借入の形で長

期の資金を借り入れているケースが多い5)。従

って，日本多国籍企業の資金調達の源泉をみる

ためには，本来であれば，短期借入金と長期借

入金を合計しなければならない。だが，『海外投

資統計総覧』では，第3回以降短期借入のデー

タをはずしている 6)。そこで，表の第3回と第4

回については，長期借入金のデータからだけの

計算結果である。

この表をみると，地域・年を問わず，現地金

融機関からの借入が最も多いことが分かる。第

1回と第2回では，第2回の北米を除いて，ぃ

ずれの地域でも現地金融機関からの借入が6割

から 8割を占めている。第3回と第4回につい

ては，現地金融機関からの借入の割合が4割か

ら5割に減少している。これは，上で述べたよ

うに，長期借入金のデータだけから算出した結

果かもしれない。一方，日本から借り入れてい

る割合は，第3回のアジアと北米を除いて， 1 

4) 通商産業省 [34]·[35]• [36]• [37]。
5) 徳永 [28]。
6) なおこの指摘は，徳永 [29]によってなされた。
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表 3 日系製造業現地法人の資金調達源泉

単位：％

第 1回 (1983年） 第 2回 (1986年） 第 3回 (1989年） 第4回 (1990年）

アジア 北米 欧州 アジア 北米 欧州 アジア 北米 欧州 アジア 北米 欧州

社 債 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 6.6 6.1 1.6 7.2 6.9 3.4 

借入金 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 93.4 93.4 98.4 92.8 93.1 96.6 

日 本 15.2 23.7 5.4 17.0 21.8 12.4 38.8 35.6 14.6 25.0 17.7 26.1 

日本側出資者から 14.4 23.5 4.6 17.0 21.8 12.4 38.8 35.6 14.6 25.0 17.7 26.1 

その他日本から 0.2 0.2 0.7 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 

現 地 84.8 73.8 94.6 82.9 78.2 87.6 54.7 58.3 83.7 47.6 49.5 44.7 

日本以外の出資者から 1.6 0.6 2.0 2.5 43.0 6.3 3.6 4.0 7.3 2.9 7.0 

現地金融機関から 63.8 68.4 91.6 80.5 35.2 81.3 51.1 54.3 76.5 44.7 42.5 44.7 

I現地邦銀から n.a. n.a. n.a. 21.0 5.1 20.6 16.0 32.2 22.9 13.4 18.5 12.8 

そ の 他 8.1 5.7 0.0 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. 

出所： 1)通商産業省[34] 表II-29—①、③、⑤／表II-30—①、③、⑤。

2)通商産業省[35] 表II-22—①、④、⑦／表II-23—①、④、⑦。

3)通商産業省[36] 表②—21-(1)、 (4)、 (5)。

4)通商産業省[37] 表②ー21-(1)、(4)、(8)。

注：第1回と第2回については長期借入金と短期借入金の合計。

第 3回と第4回については長期借入金のみ。

割から 2割である。以上のことから，『海外投資

統計総覧』のデータによると，日系製造業現地

法人は，現地で（しかも現地金融機関から）資

金を調達する割合が非常に高く，一方，日本か

ら調達しているのはそれほど多くないことがわ

かる鸞

これと同じような傾向は，日本輸出入銀行が

行ったアンケート調査8)の結果にも現れている。

1990年のアンケートの集計結果をみると（表

4) , NIES, ASEAN, 米国， ECのいずれの地

域でも，子会社自身が投資先国の金融機関から

借り入れている割合が最も多く，特に NIESで

は57%,ASEANでは65%と非常に高い数値を

示している。一方，親会社の内部資金に依存す

る割合はどの地域においても非常に低く，

NIESでは9%, ASEANでは6%にとどまっ

ている。また， 1992年のアンケートの集計結果

をみると（図3),全体では海外現地法人が外部

図3 日本多国籍企業の1993年度の投資資金調達計画

゜
20 .co 60 80 100 
I o I I I I I I 1% 

7) なお，同じ通産省のデータを使って，立石 [23]
では，日本の機械関連多国籍企業の場合にも同じよ

うな傾向があることを示している。

8) 日本輸出入銀行 [14]・[15]。
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親会社による調達 現地法人による調達”躙 枷-囀111m11111111111蒋燃囀疇蝙
自国海再外資で
己内外投部本の

塁塁塁資塁翡
出所：日本輸出入銀行 [15]表111-9。
注）大企業：資本金10億円以上
中堅・中小企業：資本金10億円未満
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表4 資金調達ーー通常よく用いられる形態（単位：件数、かっこ内は％）

(1) NISE (3) 米国

調達主体 調達方法 調達主体 調達方法
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出所：日本輸出入銀行 [14]表111-4。

-125-



経済学研究

から調達する割合は35%と最も大きい。一方で，

親会社の自己資金を利用する割合は24%にとど

まっている。

以上の結果から，日本企業の場合には，必要

な資金のかなりの量を現地金融機関から借り入

れ，親会社の内部資金を利用する割合はわずか

であるといえよう。

2. 2. 2. 韓国企業の資金調達の源泉

次に，韓国企業の資金調達をみてみよう。図

4によると，韓国企業の場合には，対外直接投

資の際の出資金を韓国国内で調達している企業

が最も多く，全体の45%を占めている。続いて，

現地金融機関から出資金を借り入れている企業

が全体の34%を占めている。だが，本社の内部

資金を利用している企業は，全体の21%にすぎ

ない。

また借入金については，現地金融機関から借

り入れている企業が最も多く，全体の53%と過

半数を占めている。だが，本社の内部資金を利

用している企業は少なく，出資金の場合と同様

に全体の19%を占めているにすぎない。

以上，韓国企業の投資状況および資金の調達

先を日本の多国籍企業との比較でみてきた。そ

の結果，韓国企業は，資金の調達については日

本の機械関連多国籍企業と同じような行動を取

図4 韓国企業の資金の調達先

出資金

惜入金

゜
20 船 60

単位：％
BO 

IID本社の内親資金
口鱈国国内で鯛違

に現地金融蠣関から惜り入れ

図国際金融市場で綱達

出所：徳永・濱地・姜 [32]より作成。

100 

第 60巻第5・6号

っていると考えられる。すなわち，対外直接投

資の大半は現地法人への出資金でしかなく，親

会社から現地法人への貸付はわずかである。そ

して，その何倍もの資金を一部を現地金融機関

から借り入れている。そして，その一部は親会

社の保証の形で現れている。したがって，親会

社の内部資金を利用しているのはごくわずかに

すぎないのである。

3 • 変わる貿易構造と企業の対外直接投資

本節では，韓国企業の対外直接投資によって，

特にアジア地域での貿易構造にどのような変化

がみられるのかを分析する。その前に，日本の

アジアヘの対外直接投資と日本の貿易構造の変

容について概観することにしたい。

3. 1. 日本多国籍企業と貿易構造の変容

1985年のプラザ合意以降の円高に伴って，日

本の製造業企業は相次いで海外へ進出している。

1985年度から1989年度までの直接投資累計額は

440億8000万ドルで，1951年度から1984年度まで

の累計残高220億5000万ドルの約 2倍になって

いる。

これを地域別にみると，特にアジア向けの直

接投資が増加しているのが目立つ。アジア向け

の投資は， 1985年度には 4億6000万ドルであっ

たのが， 1986年度には 8億ドルヘと増加してい

る。それ以降も着実に増加し，ピークの1989年

度には32億2000万ドルと， 1985年度の 7倍にも

なっている。

これらのアジア向けの製造業直接投資を業種

別の比率をみたのが表5である。これからわか

ることは， 1984年以降，電機の割合が非常に大

きくなっていることである。 1981年にはわずか
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表 5 日本のアジア向け対外直接投資の業種別比率

単位：％

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

食 料 2.8 1. 7 2.6 5.2 7.4 3.5 8.5 3.8 16.6 3.8 5.4 2.3 3.8 

繊 維 6.1 7.4 17.9 7.6 1. 7 2.6 1. 7 6.3 5.9 9.7 7.4 8.9 8.2 

木材・バルプ 1.5 1.8 2.3 1.6 0.9 1.1 0.8 7.5 1.9 2.4 1.2 1.6 2.3 

化 学 19.8 24.3 28.0 10.9 8.5 5.8 14.7 8.4 9.1 18.4 19.7 34.3 11.2 

鉄・非鉄 45.3 26.5 8.5 21.5 7.8 7.6 18.2 8.6 9.6 7.4 8.4 8.4 9.3 

機 械 6.1 9.6 10.0 12.2 16.5 11.8 6.1 10.9 10.9 8.5 8.7 6.9 11.9 

電 機 8.3 7.9 6.1 18.0 11.1 32.6 27.8 35.9 29.0 27.0 29.8 17.4 24.2 

輸 送 機 5.7 8.6 16.7 12.8 32.8 16.2 12.3 6.5 4.4 12.2 6.5 5.5 7.3 

そ の 他 4.5 12.5 8.0 10.5 13.0 18.7 10.1 12.0 12.6 10.6 12.9 16.3 22.0 

出所： 1981年から1988年までは大蔵省『財政投融資調査月報』。

1989年から1993年までは日本輸出入銀行『海外投資研究所報』各年版。

1割にも満たなかったのが， 1984年に18%に増

加し，それ以後は， 1985年と1992年を除いて，

ほぼ3割を占めるようになっている。一方，1980

年代初めには大きかった鉄・非鉄は， 1985年以

降， 1987年を除いて， 1割にも満たなくなって

いる。また， 1983年から1987年にかけて 1割以

上を占めていた（特に， 1985年には33%を記録

している）輸送機は， 1988年以降には 6%前後

を推移している (1990年を除く）。

日本の製造業の特にアジア向けを中心とした

このような対外直接投資の増加は，日本の貿易

構造にどのような変化をもたらしたのだろう

か1)。ここでは，アジア向け直接投資のほとんど

を占めるアジア NIES・ASEAN・中国2)との貿

易の構造の変化をみてみよう。

まず輸出についてみると（表6),1981年には

53%であった機械機器の割合が， 1988年に60%

1) 日本の対外直接投資と貿易構造の変化について

の分析は，法専[2]'稲葉[3]'経済企画庁
[ 6]'菊本・村田[7]'小柴 [10],商工中金調査
部 [19],高岡・渡辺 [20],田中 [22]などを参照。

を超え，それ以降も一貫して増大していること

がわかる。一方， 1981年には 2割程度を占めて

いた金属・同製品の割合は， 1985年以降減少し，

1993年には 1割程度までになっている。また，

繊維・同製品の割合も， 1981年の 7%から1993

年には 4%とほぼ半減している。

次に輸入についてみると（表7),1981年に 5

割以上であった鉱物性燃料が1985年以降減少し，

1993年には16%と首位の座を転落している。代

わって1993年に首位になったのは機械機器であ

る。 1981年にはわずか4%であったのが， 1989

年に 1割を超え， 1993年には17%まで増加して

いる。また， 1985年以降，その他の割合が一貫

して増大し， 1993年には1985年の割合の倍にな

っている。このその他の項目に含まれるのは，

2) 1988年以降のアジア向け製造業直接投資に占め
るアジア NIES・ASEAN・中国の割合は以下の通
り。

単位：％

~:~~I~:~~I~~~~I~:~~I~:~~I~:~~ 
出所： 『海外投資研究所報』各年版より作成。

原資料：大蔵省。
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表6 日本とアジア NIES・ASEAN・中国との貿易の輸出品目構成

単位：％

1981 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

食 料 品 2.0 1.0 1.1 1.1 1.2 1.2 1.1 1.1 1.0 0.9 

繊維・同製品 7.3 5.8 6.0 5.5 4.7 4.5 4.5 4.5 4.6 3.9 

化学製品 9.2 8.6 9.7 10.0 10.0 9.7 9.7 9.3 9.1 8.3 

非金属鉱物製品 1. 7 1. 7 1. 7 1.8 1. 7 1. 7 1.8 1.8 1.8 1. 7 

金属・同製品 19.0 18.2 17.2 14.8 14.7 14.4 11.5 11.6 10.7 11.0 

機械機器 52.7 56.6 56.0 58.6 60.1 60.3 62.1 63.0 63.9 65.6 

そ の 他 8.1 8.0 8.3 8.1 7.6 8.2 9.3 8.8 9.0 8.6 

出所：日本関税協会「外国貿易概況」各年版より作成。

表7 日本とアジア NIES• ASEAN・中国との貿易の輸入品目構成

単位：％

1981 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

食 料 品 10.2 12.8 18.9 17.1 16.3 14.8 14.3 15.5 16.3 16.3 

繊維原料 0.7 1.3 1.3 1.5 1.4 1.1 0.7 0.6 0.5 0.4 

金属原料 3.6 2.5 2.5 12.2 13.1 3.0 2.5 2.2 2.0 1.6 

その他の原料 9.9 8.8 8.9 10.0 9.0 8.6 7.2 6.6 6.6 6.6 

鉱物性燃料 53.6 47.9 33.2 27.7 21.5 20.4 25.7 22.3 19.6 16.4 

化学製品 2.6 2.9 4.0 3.7 3.9 4.0 3.8 3.7 3.5 3.3 

機械機器 3.5 4.4 6.0 7.3 9.2 11.0 12.0 14.4 15.3 17.3 

そ の 他 15.9 19.5 25.2 30.4 35.7 37.0 33.9 34.6 36.3 38.0 

出所：日本関税協会「外国貿易概況」各年版より作成。

繊維製品や鉄鋼といった工業製品である。

以上のことから，日本とアジアとの貿易関係

は， 1985年以降，日本が原材料を輸入し工業製

品を輸出するといった加工貿易型の垂直分業か

ら，工業製品を互いに貿易する水平分業型へと

変化している。特に注目されるのは，機械機器

が輸出入に占める割合の増大である。

このようなアジアにおける貿易構造の変化に

アジア向け対外直接投資の増大はどのような影

響を及ぼしているのだろうか。稲葉氏は，対外

直接投資が貿易に与える効果を，資本財輸出効

果，原材料・部品輸出効果，輸出代替効果，逆

輸入効果の 4つに分類し，それぞれの額を算出

している 3)。また，経済企画庁も同じような算出

を行なっている4)。

ここで注目したいのは，アジア地域における

製造業の原材料・部品輸出効果と逆輸入効果で

ある。稲葉[3 ]によれば，アジアにおける製

造業の原材料・部品輸出効果は， 1981-83年に

は一 1億200万ドルであったのが， 1984-86年，

3) 稲葉[3 ]。
4) 経済企画庁[6]。ただし，経済企画庁では，資本
財輸出効果と原材料・部品輸出効果を合わせて，輸

出誘発効果としている。
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表 8 日系製造業現地法人の販売先

単位：％

現地販売
日本向け 第三国向

輸出 け輸出

製造業 63.9 15.8 20.3 

ア 一般機械 56.9 18.2 24.9 

ジ 電気機械 37.4 26.9 35.7 

ア 輸送機械 92.1 1.6 6.3 

精密機械 55.0 22.2 21.1 

製造業 93.1 4.5 2.5 

北 一般機械 96.2 1.3 2.5 

電気機械 96.9 1.5 1.6 

米 輸送機械 94.1 4.0 1. 9 

精密機械 94.1 4.3 1.6 

製造業 66.5 1. 7 31.8 

ヨ 一般機械 58.8 0.3 40.9 
l 
ロ 電気機械 73.4 0.8 25.8 
ツ
ノ9 輸送機械 52.5 〇.7 46.8 

精密機械 89.4 0.7 10.0 

出所：通商産業省[37]表②—25-(1)、 (4) 、 (8)。

1987-89年にはそれぞれ42億2400万ドルと25億

7700万ドルと，非常に大きなプラスの効果を及

ぼしている。特に，電気機械の割合が非常に大

きい。 1984-86年では， 17億9500万ドル， 1987

-89年では16億9300万ドルと，製造業の効果の

半分近くを占めている。

また，逆輸入効果をみると， 1981-3年には

-31億9700万ドルであったのが， 1984-86年と

1987-89年にはプラスに転じ，それぞれ11億

4200万ドルと26億6900万ドルになっている。こ

こでもやはり電気機械の割合が大きく，特に

1987-89年には24億100万ドルと，製造業の逆輸

入効果のほとんどを占めている。経済企画庁

[ 6 ]でもアジアにおいては，逆輸入効果が非

常に大きいことが指摘されている。すでにみた

ように，日本のアジア向け対外直接投資では電

表 9 日系製造業現地法人の調達先

単位：％

現地調達
日本から 第三国か

輸入 ら輸入

製造業 49.8 38.9 11.4 

ア 一般機械 53.6 42.5 3.8 

ジ 電気機械 42.4 44.6 13.1 

ア 輸送機械 57.7 41.8 0.5 

精密機械 42.1 45.2 12.7 

製造業 47.1 49.2 3.7 

北 一般機械 34.9 63.8 1.3 

電気機械 18.8 72. 7 8.5 

米 輸送機械 53.0 46.8 0.2 

精密機械 10.3 89.5 0.1 

製造業 35.1 41.9 23.0 

ヨ 一般機械 40.1 53.4 6.5 
l 
ロ 電気機械 22.0 50.2 27.8 
ツ
ノゞ 輸送機械 47.3 50.7 2.0 

精密機械 4.7 73.1 22.2 

出所：通商産業省[37]表②ー26-(1)、(4)、(8)。

機の割合が非常に大きかった。従って，対外直

接投資は日本の貿易構造に影響を与えているも

のと思われる。そこで次に，日本の貿易構造の

変容と企業内貿易との間にどのような関連性が

あるのかを考えてみたい。

通産省 [37]によると，アジアの製造業現地

法人の売上高に占める日本向け輸出の割合は16

％であり，その中でも電気機械では27%である

（表 8)。これは，北米やヨーロッパと比較する

と非常に大きな比率になっている。同様に仕入

高に占める日本からの輸入の比率は，製造業全

体では39%,電気機械では45%とやはり大きな

割合を占めている（表9)5>0 

5) 調達先の場合には，アジアよりもむしろ北米やヨ

ーロッパのほうが日本からの輸入の割合が高い。こ

の点に関して，経済企画庁[6 ]は，北米の場合に
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表10 日系製造業現地法人の同一企業グループ内取

引の比率（売上高）

単位：％

現地販売
日本向け 第三国向

輸出 け輸出

製造業 6.5 58.9 37.2 

ア 一般機械 0.6 98.5 45.4 

ジ 電気機械 12.9 60.3 43.9 

ア 輸送機械 6.2 35.7 8.5 

精密機械 16.2 50.8 55.4 

製造業 7.0 69.2 24.1 

北 一般機械 15.0 87.4 56.8 

電気機械 3.8 97.7 42.7 

米 輸送機械 13.7 28.1 5.5 

精密機械 1.0 55.2 16.5 

製造業 19.7 55.2 62.6 

ヨ 一般機械 60.0 69.6 67.2 
l 
ロ 電気機械 24.2 13.9 78.9 
ツ
I'¥ 輸送機械 1.0 100.0 92.2 

精密機械 0.8 87.1 51.1 

出所：通商産業省[37]表②ー27-(1)、(4)、(8)。

注：数字は各項目の売上高に占める同一企業グルー

プ内取引の比率。

は輸出代替効果が大きく働くとしている。また，表

8からも現地販売の比率が非常に高いことが確認

される。また，ヨーロッパの場合には，第三国向け

輸出の 8割から 9割が同じヨーロッパ向けの輸出

である。従って，北米やヨーロッパの場合には完成

品の輸出に代わって，部品や原材料の輸出が発生し

たと考えられる。

一方，アジアでは，現地販売以外の日本向け輸出

と第三国向け輸出の割合が輸送機械を除いて現地

販売とほぼ同じ程度か上回っている。従って，アジ

アの場合には部品や原材料を日本から輸入し，完成

品を日本に逆輸入するか，第三国に輸出していると

いうパターンが考えられる。この場合には，日本と

企業の進出国との間に新しい貿易関係が発生する

ことになる。

ここでは，のちにアジア域内の貿易決済の変容を

分析するための準備としてアジア域内での企業内

分業の発展を概観することが目的である。そのた

め，北米やヨーロッパの問題はここでは取り上げな

い。

第 60巻第5・6号

表11 日系製造業現地法人の同一企業グループ内取

引の比率（仕入高）

単位：％

現地調達
日本から 第三国か

輸入 ら輸入

製造業 4.1 62.6 23.9 

ア 一般機械 0.6 79.1 32.3 

ジ 電気機械 5.1 65.3 29.8 

ア 輸送機械 2.3 48.9 0.7 

精密機械 3.6 96.1 86.2 

製造業 4.7 87.8 34.8 

北 一般機械 0.9 85.1 18.0 

電気機械 13.1 96.7 33.2 

米 輸送機械 6.5 72.2 70.1 

精密機械 3.6 90.3 18.1 

製造業 10. 7 91.4 56.9 

ヨ 一般機械 0.0 79.6 94.8 
l 
ロ 電気機械 35.6 95.7 74.8 
ツ
ノゞ 輸送機械 0.0 84.0 0.0 

精密機械 0.0 100.0 98.6 

出所：通商産業省[37] 表②—28-(1)、 (4)、 (8)。

注：数字は各項目の仕入高に占める同一企業グルー

プ内取引の比率。

次に，同一企業グループ内での取引の比率を

みてみよう（表10,11)。アジアの日系製造業現

地法人が日本に輸出するうちの同一企業グルー

プ内取引の比率は59%である。機械関連だけを

みると，輸送機械を除いて50%以上である。一

方，日本から輸入するうちの同一企業グループ

内取引の比率は63%である。ここでも機械関連

をみると，輸送機械を除いて製造業全体の比率

よりも高くなっている。

そこで，売上高に占める日本への輸出にその

うちの同一企業グループ内取引の比率を掛け合

わせると，現地法人の売上高に占める日本の同

ー企業グループ内取引の推定シェアが得られる。

また，同じようにすると，仕入高に占める日本
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表12 日系製造業現地法人の取引に占める日本の同

ー企業グループ内取引の推定シェア

単位：％

アジア 北米 ヨーロッパ

売上高 仕入高 売上高 仕入高 売上高 仕入高

製造業 9.3 24.4 3.1 43.2 0.9 38.3 

一般機械 17.9 33.6 1.1 54.3 0.2 42.5 

電気機械 16.2 27.8 1.5 70.3 0.1 48.0 

輸送機械 0.6 20.4 1.1 33.8 0.7 42.6 

精密機械 11.3 43.4 2.4 80.8 0.6 73.1 

出所：表8,表9,表10,表11をもとに作成。

の同一企業グループ内取引の推定シェアが得ら

れる。それを求めたのが表12である。これによ

ると，売上高の場合には，アジアの現地法人で

は日本の同一企業グループ内取引の推定シェア

がほかの地域の現地法人よりも高い。アジア域

内でも，輸送機械を除いて，機械関連の業種の

値は製造業全体よりも高くなっている。

一方，仕入高の場合，売上高の場合と違い，

ここではアジアよりもむしろ北米やヨーロッパ

の推定シェアが高い。だが，アジア地域でも製

造業全体では24%と高い数値を示している。ま

た，アジア域内でも，輸送機械を除いて，機械

関連の業種の値は製造業全体よりも高くなって

いる。

すでにみたように，日本の製造業対外直接投

資は， 1985年以降アジア向けが特に活発になっ

ている。また，アジアの中でも機械関連，特に

電気機械の直接投資の比率が増大している。こ

のような流れの中で，日本とアジアとの貿易構

造も変化してきている。特に，機械機器の相互

取引が活発化している。

一方，上でみたように，日本の現地法人，と

りわけ輸送機械を除く機械関連の現地法人が日

本の同一企業グループ内取引を行う割合は非常

に高い。特に機械関連ではそうである。これら

のことから，日本からアジアヘの対外直接投資

の増大と日本とアジアの貿易構造の変容の間に

は，日系現地法人の同一企業グループ内取引の

増大が関連していると考えられるかもしれない。

3. 2. 韓国の貿易構造の変容と対外直接投資

それでは， 1989年以降，特にアジア向けの対

外直接投資が急増している韓国とアジアとの貿

易構造はどのように推移しているのだろうか。

まず，輸出構造をみてみよう（表13)。ここで

注目されるのは， 1989年以降，工業用原材料・

部品 (indutrialsupplier) と資本設備の比率が

増大し，消費財（非耐久・耐久とも）の比率が

減少していることである。工業用原材料・部品

は， 1984年には47%であったが， 1988年には38

％まで減少している。だが，それ以降は上昇に

転じ， 1993年には49%と約半数を占めるにいた

っている。また，資本設備も同様に， 1984年の

28%から1986年には21%に減少しているが，そ

れ以降増大し， 1993年には29%と1984年の水準

に回復している。

一方，非耐久消費財は，1984年の10%から1988

年には18%まで増大したが，それ以降は減少し，

1993年には 9%と1割にも満たない比率になっ

ている。また，耐久消費財も， 1984年の 6%か

ら1988年には12%までほぼ倍増しているが，そ

れ以降は減少し， 1993年には 9%になっている。

次に輸入についてみてみよう（表14)。ここで

特徴的なのは，資本設備の比率が1989年以降減

少していることである。 1984年には30%を占め

ていた資本設備は， 1988年には43%まで増大し

ているが，それ以降は減少し， 1993年には35%

までになっている。また，工業用原材料・部品

は， 1984年には64%を占めていたが， 1988年に
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表13 韓国とアジア1)との貿易の輸出品目構成

単位：％

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

食料・直接消費財2) 8.2 8.3 11.3 10.2 8.8 7.6 6.5 5.8 5.3 4.6 

工業用原材料・部品2) 47.4 45.9 44.8 40.7 38.0 40.1 41.9 44.4 48.2 48.7 

資 本 設 備 28.4 28.4 20.6 20.8 23.2 23.1 26.3 27.9 27.3 28.8 

非耐久消費財 10.3 11.1 14.1 16.9 17.7 17.7 14.2 12.6 10.7 9.2 

耐久消費財 5.7 6.5 9.2 11.3 12.3 11.6 11.2 9.4 8.5 8.7 

出所：韓国貿易協会『貿易動向』各年版より作成。

注： 1) 1991年以降のアジアについては，以下の各国の貿易額の合計。

日本・台湾・中国・香港・シンガポール・フィリピン・タイ・マレーシア・インドネシ

ア・ベトナム・インド・パキスタン・バングラデシュ・クウェート・サウジアラビア・

アラブ首長国連邦・イラン。

2) 直接消費財は "directconsumer goods", 工業用原材料・部品は "industrialsuppliers" 

の訳。

表14 韓国とアジア1)との貿易の輸入品目構成

単位：％

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

食料・直接消費財2) 1. 9 3.1 2.2 1.3 1. 7 2.0 2.8 3.7 4.1 4.0 

工業用原材料・部品2) 63.5 61.0 50.7 51.3 49.3 51.2 56.6 55.6 56.4 55.8 

資 本 設 備 30.4 32.0 41.5 40.8 43.0 41.4 36.0 36.0 34.8 35.2 

非耐久消費財 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.1 1.3 

耐久消費財 3.8 3.6 5.2 6.2 5.5 4.7 3.9 3.8 3.6 3.8 

出所：韓国貿易協会『貿易動向』各年版より作成。

注： 1) 1991年以降のアジアについては，以下の各国の貿易額の合計。

日本・台湾・中国・香港・シンガポール・フィリピン・タイ・マレーシア・インドネシ

ア・ブルネイ・ベトナム・インド・パキスタン・クウェート・サウジアラビア・アラブ

首長国連邦・イラン・オマーン・バーレーン・カタール。

2) 表13の注2に同じ。

は49%まで減少し，それ以後は上昇し， 1993年

には56%になっている。だが，非耐久消費財・

耐久消費財といった最終消費財の比率にはそれ

ほど大きな変化はみられない。

以上のことから，韓国とアジア諸国との貿易

構造は次のようにまとめられるだろう。輸出に

ついては， 1988年以降，資本設備と工業用原材

料・部品の比率が増大し，非耐久消費財と耐久

消費財の比率が減少している。また，輸入につ

いては， 1988年以降，資本設備の比率が減少し，

工業用原材料・部品の比率が増大している。一

方，非耐久消費財・耐久消費財については大き

な変化はみられない。

このような韓国とアジア諸国との貿易構造の

変化に韓国企業の対外直接投資はどのような影

響を与えているのだろうか。日本の場合と比較

しながら，この点について考えてみたい。

すでにみたように，日本のアジアとの貿易構
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表15 韓国企業の販売市場の構成

単位：回答企業数（かっこ内は％）

販売比率（％） 現地市場向け 韓国市場向け

゜
68 (61. 3) 88 (79.3) 

1 ,......, 25 20 (18.0) 10 (9.0) 

25 ,..,__, 50 6 (5 .4) 3 (2. 7) 

50 ,...,_, 75 5 (4 .5) 3 (2. 7) 

75 _____, 99 1 (0. 9) 1 (0. 9) 

100 11 (9.9) 6 (5. 4) 

合計 111 (100) 111 (100) 

出所：韓国中小企業振興公団[47]。

造に特徴的なのは，機械機器の輸出入の割合の

増大である。そして，このような貿易構造の変

容と1985年以降の日本の機械関連企業のアジア

への活発な投資とが関連している可能性を指摘

した。つまり，日本からの資本財や部品の輸出

と完成品の日本への逆輸入，いわゆる企業内取

引の増大し，それが日本とアジアとの貿易構造

の変化を促したと考えられるのである。

一方，第1節ですでにみたように，韓国企業

の対外直接投資は大きく 2つに分類できる。そ

れは，北米やヨーロッパを中心とした「現地市

場指向型」の対外直接投資と，アジアを中心と

した「第三国輸出型」の対外直接投資である。

従って，アジア諸国への直接投資は，主に北米

やヨーロッパ向けの輸出を目的として，労賃が

相対的に安いアジアでの生産を目的とするもの

であると考えられる。これは，韓国中小企業振

興公団の行ったアンケート調査の結果町こも表

れている（表15)。この結果によると， ASEAN

の韓国系現地法人の主な販売市場は，現地市場

でも韓国市場でもない。従って，第三国向け輸

出を目的とした対外直接投資が多いと考えられ

6) 韓国中小企業振興公団 [47]。

る。また，韓国対外経済政策研究院(KoreaInsti-

tute for International Economic Policy : 

KIEP)が行った別のアンケート調査”でも，ァ

ジアヘの進出の主な動機は，労賃の安さで，現

地市場を志向してはいない。

このような韓国企業のアジアヘの進出動機か

ら，韓国のアジアヘの直接投資が韓国とアジア

諸国との貿易構造に与える影響は次のように考

えられるだろう。韓国企業の対外直接投資の増

大に伴って，韓国からアジア諸国への部品や資

本設備の輸出が増大する。進出先で生産された

製品は，欧米市場向けに輸出される。このよう

な貿易パターンの変化によって，韓国からアジ

ア諸国への輸出では資本設備および工業用原材

料・部品の比率が増大していると考えられる。

そして，日本の場合と同様に，これらの取引は

企業内貿易を行っている可能性がある。だが，

このような貿易パターンの変化は，アジア諸国

からの輸入に関しては，それほど大きな影響を

及ぼさない8)。この点は日本の場合と大きく違

う点である。これらの貿易構造の変化が韓国企

業の貿易決済に与える影響については，次節で

取り上げる。

4 • 拡大する信用状に基づかない貿易決済

本節では，韓国の対外直接投資が韓国の貿易

決済とどのような関連があるのかを分析する。

その前に，比較対象として，日本の貿易決済と

日本の多国籍企業の関連をみてみたい。

7) Ryou = Song [ 43]。
8) 1988年以降のアジア諸国との輸入構造の変容の
原因としては，①日本からの資本設備調達の減少

と，②中国との貿易取引の活発化が挙げられるだろ

う。
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表16 日本の輸出決済方法

1982 1983 1984 1985 

L/C 65.4 64.0 30.9 58.6 

D/P・D/ A 20.9 21.2 22.3 22.8 

送金小切手 6.7 8.5 11.0 13.3 

即‘’ 受 け 4.3 3.8 3.3 3.1 

延べ払い 0.5 0.4 0.3 0.2 

そ の 他 2.2 2.2 2.2 1. 9 

出所：通商産業省「輸出報告統計」各年版より作成。

4. 1. 日本多国籍企業と日本の貿易決済方法

1986年10月以降，日本銀行は輸出信用状接受

の発表を停止した。この背景には， 1980年代に

はいって企業間信用に基づく取引が大きくなり，

信用状接受高が輸出動向を探る指標とならなく

なったことがある。輸出通関額に対する信用状

受領の比率をみると， 1970年には81%,1980年

でも70%であった。だが，特に1985年以降，信

用状による決済の比率が次第に小さくなってい

る（表16)。1985年に59%になった後， 1988年に

はじめて50%を切り， 1991年では42%まで低下

している。この間，船積み書類支払渡し(D/P)

および船積み書類引き受け渡し (D/A)の比率

は20%前後で推移し，大きな変化はない。この

間に比率を上昇させているのは現金小切手であ

る。 1982年にわずか 7%であったのが， 1985年

には13%とほぼ倍に増え，その後1991年には33

％と， 1982年の 4倍以上にもなっている。

次に輸入決済方法についてみてみよう（表

17)。輸入決済の場合には， 1985年に時点ですで

に信用状による決済の比率が22%と輸出の場合

よりも低い。その後， 1986年に18%と減少する

が，それ以後は25%前後で推移している。 1985

年以降減少しているのは取立手形による決済の

比率である。 1985年の時点では44%であったの

単位：％（件数ベース）

1986 1987 1988 1989 1990 1991 

55.4 52.0 48.6 46.4 44.7 42.2 

23.9 23.3 23.1 22.3 21.4 20.7 

15.7 19.7 23.4 26.7 29.4 32.5 

2.7 2.5 2.4 2.4 2.4 2.5 

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

2.1 2.3 2.3 2.1 2.0 2.0 

表17 日本の輸入決済方法

単位：％（金額ベース）

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 

信用状 22.0 17.9 29.2 29.3 27.5 24.4 25.2 

取立手形 43.8 38.7 32.8 31.2 29.6 27.8 25.6 

送金為替 34.1 43.3 37.9 39.4 42.8 47.8 50.0 

その他 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。

が， 1991年には26%まで減少している。対照的

に，送金為替による決済の比率が増大している

1985年には34%と取立手形の比率を下回ってい

たのが， 1991年には50%と，輸入決済の半分を

占めるにいたっている。

このような貿易決済の変容を日本からアジア

への製造業直接投資の1985年以降の増大と関連

はあるのだろうか。第3節では，アジア向け製

造業直接投資に伴って日本の貿易構造が変化し，

そこにはアジアにおける企業内分業の増大が関

係している可能性を指摘した。その点に関して，

前述の日本の機械関連多国籍企業の貿易決済に

ついてのアンケートによると（図5,図6), 日

本の機械関連多国籍企業の場合には，子会社と

の取引では，輸出の場合も輸入の場合も信用状

なしの貿易決済を行っている企業の割合が高く，

独立企業との取引の場合には逆に，信用状に基
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図 5 日本企業の輸出決済方法 図6 日本企業の輸入決済方法

1圃 lJl金決済 口 fl.Ill状付 tt~fl.Ill状なし 1 1圃現金決済 口償用状付慧口信用状なし1

出所：徳永・立石・山本 [31]より作成。 出所：徳永・立石・山本 [31]より作成。

表18 日本の東南アジアヘの輸出の決済方法

1982 1983 1984 1985 

L/C 75.2 74.2 73.4 73.5 

D/P・D/ A 11.4 12.3 13.0 13.0 

送金小切手 4.9 6.0 7.3 8.1 

即" 受 け 6.3 5.4 4.4 4.0 

延べ払い 0.6 0.6 0.4 0.3 

そ の 他 1.4 1.5 1.5 1.1 

出所：通商産業省「輸出報告統計」各年版より作成。

づいた貿易決済を行っている企業の割合が高い

という結果が出ている。このことから考えると，

日本の貿易決済において信用状つきの手形決済

の割合が減少している背景には，日本企業の子

会社との取引の増大が関連しているかもしれな

ぃ。その点を確かめるために，対外直接投資が

活発化している東南アジア1)及び機械機器の貿

易における決済方法をみてみよう。

まず東南アジアヘの輸出の決済方法をみると

（表18),1982年以降次第に L/Cの割合が減少

している。 1982年には75%あったのが， 1991年

には60%にまでなっている。逆に割合を増大さ

1) ここでいう東南アジアとは，韓国，台湾，香港，

シンガポール，タイ，マレーシア，ィンドネシア，

フィリピン，ィンド，ブルネイ，カンボジア，ラオ

ス，ミャンマー，パキスタン，スリランカ，バング

ラデシュ，モルジブ，東チモール，マカオ，アフガ

ニスタン，ネパール，ブータンの22か国である。

単位：％（件数ベース）

1986 1987 1988 1989 1990 1991 

72.3 69.9 66.7 64.4 62.2 59.5 

13.9 14.4 14.7 14.4 14.3 14.0 

9.2 11.2 14.1 16.6 19.2 22.2 

3.2 2.8 2.9 2.9 2.8 2.6 

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

1.2 1.5 1.5 1. 7 1.4 1.5 

せているのは送金小切手である。 1982年にはわ

ずか 5%であったのが， 1991年には22%と， 10

年間で4倍以上にもなっている。また，東南ア

ジアから輸入の決済方法をみると（表19),1987 

年以降，送金為替の割合が増大している。 1987

年には32%であった送金為替の割合は， 1991年

には36%まで増大している。また，信用状によ

る決済は1989年以降減少している。 1989年には

53%を占めていた信用状の割合は， 1991年には

表19 日本の東南アジアからの輸入の決済方法

単位：％（件数ベース）

1987 1988 1989 1990 1991 

信用状 48.6 54.1 52.8 47.5 47.5 

取立手形 19.3 18.8 17.9 18.1 16.9 

送金為替 31.8 26.9 29.1 34.2 35.5 

その他 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。
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表20 日本の機械機器輸出における決済方法

1982 1983 1984 1985 

L/C 60.8 59.0 55.7 53.3 

D/P・D/A 23.8 24.5 25.6 26.3 

送金小切手 7.6 9.6 12.6 15.1 

即‘’ 受 け 4.4 3.7 3.1 2.9 

延べ払い 0.7 0.5 〇.4 0.3 

そ の 他 2.8 2.7 2.6 2.1 

出所：通商産業省「輸出報告統計」各年版より作成。

48%になっている。

次に，機械機器輸出における決済方法をみる

と（表20),やはり全体の輸出および東南アジア

への輸出の場合と同じ傾向がみられる。 L/C

の割合は， 1982年には61%であったのが， 1991

年には35%まで減少している。逆に，送金小切

手の割合は， 1982年の 8%から1991年には38%

まで増大し， L/Cを上回っている。また，機械

機器輸入における決済方法をみると（表21),

1987年以降信用状の割合が減少し，送金為替に

よる決済の割合が増大している。信用状の割合

は， 1987年には21%であったのが， 1991年には

14%まで減少している。一方，送金為替の割合

は， 1987年に68%からさらに増大し， 1991年に

は77%と全体の 3/4を占めるまでになってい

る。

これらのことから，日本の貿易決済方法の変

表21 日本の機械機器輸入における決済方法

単位：％（件数ベース）

1987 1988 1989 1990 1991 

信用状 20.6 18.8 17.3 14.1 13.8 

取立手形 11.0 10.8 10.4 9.7 9.5 

送金為替 68.3 70.3 72.2 76.1 76.5 

その他 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。

単位：％（件数ベース）

1986 1987 1988 1989 1990 1991 

48.8 45.1 42.1 40.0 38.4 35.1 

27.7 26.3 25.6 24.3 23.1 22.7 

18.5 23.5 27.3 31.0 34.0 37.5 

2.5 2.3 2.2 2.1 2.1 2.2 

0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

2.3 2.6 2.6 2.4 2.3 2.4 

容，特にアジアでの貿易決済および機械機器に

おける貿易決済の変容と，日本のアジア向け製

造業直接投資の増大，とりわけ機械関連の直接

投資の増大には，企業内取引の増大を媒介にし

て，関連性があると考えられるかもしれない。

4.2. 韓国の貿易決済方法と対外直接投資

前項では日本の貿易決済方法の変容を日本企

業の対外直接投資との関連で考えてみた。次に

本項では，韓国における貿易決済方法を韓国企

業の対外直接投資との関連で考えてみたい。

まず韓国の輸出決済方法をみると（表22),

1979年以降L/C方式が減少し，非L/C方式

が増大していることがわかる。 L/C方式の比

率は， 1979年には89%であったのが， 1993年に

は72%まで減少している。特に一覧払いの比率

が大きく減少している。だが，期限付きの L/C

方式の比率は， 7%から12%まで増大している。

一方，非L/C方式の比率は，1979年の12%から

1993年には28%まで増大している。その中でも，

D/PおよびD/Aの比率の増大が目立つ。D/

Pは1%から 6%へ， D/Aは7%から14%へ

と，倍以上に伸びている。ここで特に注目され

るのは，韓国企業の対外直接投資が活発化した

1989年以降の傾向である。 1989年には83%であ

-136-



韓国企業の対外直接投資と資金調達・貿易決済

表22 韓国の輸出決済方法

単位：％（金額ベース）

1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

L/C方式 89.2 89.6 88.1 85.4 81.6 83.8 78.6 79.3 82.0 81.8 82.8 80.5 75.7 74.8 72.3 

一覧払い 80.7 82.1 80.7 77.9 73.5 74.0 68.3 69.5 72.8 73.0 74.2 69.6 64.6 63.0 59.5 

期限付き 6.5 6.9 7.3 7.3 8.1 9.7 10.2 9.7 8.8 8.6 8.2 10.8 10.9 11. 7 12.4 

輸出前受金 0.9 0.6 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4 0.2 0.4 0.1 0.2 0.1 0.4 

非L/C方式 11.8 10.8 11. 9 14.6 18.4 16.2 21.4 20.7 18.0 18.2 17.2 19.5 24.3 25.2 27.7 

D/P 1.2 1.3 2.0 1.2 1.0 1.3 1.5 2.3 4.3 4.8 4.6 5.1 6.2 6.9 6.2 

D/A 6.9 5.7 6.5 6.7 7.3 7.9 9.4 10.2 9.5 8.5 7.7 8.6 10.8 11. 9 13.8 

分割支払い 3.1 2.8 2.8 5.0 9.5 6.2 9.5 7.0 2.4 2.5 2.6 3.2 4.6 4.1 4.9 

送 金 0.6 0.6 0.6 0.8 0.7 0.8 1.0 0.2 1.8 2.4 2.3 2.6 2.7 2.3 2.8 

出所：韓国銀行「外換統計年報」各年版より作成。

表23 韓国の輸入決済方法

1979 1980 1981 1982 1983 1984 

L/C方式 97.1 91.0 91.0 91.4 93.2 94.4 

一覧払い 57.4 39.5 45.1 45.0 45.9 46.3 

期限付き 39.7 51.5 45.9 46.4 47.3 48.0 

非L/C方式 4.0 9.1 9.0 8.6 6.3 5.6 

D/P 0.3 0.3 0.3 0.5 0.3 0.3 

D/A 2.2 1.3 1.0 0.9 〇.7 1. 7 

その他 1.5 7.5 7.7 7.2 5.3 3.6 

出所：韓国銀行「外換統計年報」各年版より作成。

った L/C方式の比率は， 1993年には72%まで，

10%ポイントも低下している。逆に，非L/C方

式の比率は， 1989年の17%から， 1993年には28

％まで上昇している。

次に輸入決済方法をみると（表23),L/C方

式が減少し，非L/C方式が増大しているのは

輸出の場合と同じである。だが，輸出ほど大き

な変化を示していない。特に1980年以降はほと

んど変化していない。L/C方式の比率は，ほぼ

90%前後で推移している。だが，一覧払いおよ

び期限付きの比率には変化がみられる。ここで

1985 

92.9 

48.6 

44.3 

7.1 

0.9 

1. 9 

4.3 

単位：％（金額ベース）

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

92.3 92.0 91.8 91.9 91. 7 90.9 91. 7 89.5 

50.5 60.4 65.3 63.2 63.1 63.9 63.8 59.1 

41.8 31.6 26.5 28.7 28.6 27.0 27.9 30.4 

7.7 8.0 8.2 8.1 8.3 9.1 8.3 10.5 

2.6 3.9 4.8 4.8 4.8 5.2 5.7 6.4 

1. 9 0.9 0.3 0.4 0.4 0.9 0.6 1.5 

3.2 3.2 3.0 2.9 3.1 3.0 2.0 2.6 

は，輸出の場合と逆に，一覧払いの比率が増大

し，期限付きの比率が減少している。一方，非

L/C方式の比率もそれほど変化はない。だが，

D/Pの比率は増大している。 1979年にはわず

か1%に満たなかったのが， 1993年には 6%に

なっている。また，

このような韓国の貿易決済に韓国企業の対外

直接投資はどのような影響を与えているのだろ

うか2)。この点に関連して，韓国企業に対するア

2) 韓国の貿易決済の方法には日本多国籍企業の現

地法人による決済も含まれる。そのため，韓国の貿
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図7 韓国企業の輸出決済方法

ンケートの結果をみてみよう（図7'図8)。

韓国企業の場合，日本の機械関連多国籍企業

と比較すると，信用状付き手形決済を利用して

いる企業の割合が非常に高い。それは，輸出・

輸入ともにそうである。また，取引相手別にみ

ても，信用状付き手形決済を利用する企業の割

合が信用状なし手形決済を利用する企業の割合

を大きく上回っている。だが，それでも，独立

企業よりも子会社との取引のほうが信用状なし

手形決済を利用する企業の割合が高く，信用状

付き手形決済を利用する企業の割合が低くなっ

ている。これらのことから，韓国企業の企業内

貿易が伸展すれば，信用状を利用しない貿易決

済が増大すると考えられる。

すでにみたように，韓国企業の対外直接投資

は，特に韓国の輸出構造に大きな影響を与えて

いると考えられる。そして，それと企業内貿易

の増大が関連する可能性を指摘した。一方，輸

入構造については，対外直接投資はそれほど大

きな影響を与えているとは考えられない。そし

て，これらのことが韓国の貿易決済方法に影響

を与えていると考えられる。すなわち，韓国の

輸出決済方法については，企業内貿易が伸展し

易決済の変容を考察する際には，日系現地法人の影

響も考慮しなければならないだろう。だが，どの程

度影響を与えているのかについては不明である。従

って，ここでは考察の対象としない。

第 60 巻第 5• 6号

図8 韓国企業の輸入決済方法

た結果， L/C方式の比率が減少し，非L/C方

式の比率が増大した。一方，輸入については，

企業内貿易はそれほど伸展せず，従って，輸入

決済方法もそれほど変化していないと考えられ

るのである。

5 • 第三国間決済には使用されていない円と

貿易決済に使用されないウォン

本節では，韓国の貿易決済通貨がどのように

変容しているのかをみる。その前に，日本の貿

易決済通貨がどのように変化しているかを概観

する。

5. 1. 日本の貿易決済通貨の変化

日本の輸出決済通貨をみると（表24),1985年

以降， ドルによる決済が減少している。 1985年

には金額ベースで51%であったドルのシェアは，

1991年には47%とわずかながら減少している。

その一方で，円による輸出決済は1987年以降わ

ずかながら増加している 1)。1987年には33%に

落ち込んだ円のシェアは， 1991年には39%と，

プラザ合意以前の水準に戻りつつある。また，

その他の通貨は， 1985年以降一貫してそのシェ

アを増加させている。そして，円とその他の通

貨を合わせたシェアは， 1991年には53%になり，

1) 貿易決済通貨の詳細なデータについては，徳永・

濱地・姜 [32]を参照のこと。
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表24 日本の輸出決済通貨

単位：％（金額ベース）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 

米ドル 56.3 50.2 53.1 50.9 54.3 55.2 53.2 52.4 48.8 46.8 

円 36.9 39.3 39.5 41.0 36.6 33.4 34.3 34.7 37.5 39.4 

その他 6.9 7.0 7.4 8.2 9.2 11.4 12.5 12.9 13.7 13.8 

出所：通商産業省「輸出確認統計」各年版より作成。

ドルのシェアを上回っている。

次に輸入決済通貨をみると（表25),輸出の場

合と比べ， ドルのシェアが高いことがわかる。

だが，そのドルのシェアも1987年以降次第に減

少しつつある。 1987年には82%であったのが，

1991年には75%になっている。それに対して，

円のシェアは確実に増加している。 1987年には

11%であった円のシェアは， 1991年には16%ま

で伸びている。それ以外の通貨は， 1987年から

ほとんど変化はない。

このような貿易決済通貨の変化と日本の対外

表25 日本の輸入決済通貨

単位：％（金額ベース）

1987 1988 1989 1990 1991 

米 ド Jレ 81. 7 78.5 77.3 75.9 75.4 

円 10.6 13.6 13.3 14.4 15.6 

ドイツマルク 3.2 3.5 3.5 4.0 3.8 

スイスフラン 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 

ポ ン ド 0.9 1.0 0.9 1.0 0.8 

そ の 他 2.6 3.0 2.9 3.8 3.5 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。

直接投資との関連をみるために，貿易決済方法

と同じように東南アジア及び機械機器の貿易に

おける決済通貨をみてみよう。

日本から東南アジアヘの輸出の決済通貨をみ

ると（表26),1982年以降， ドルのシェアの低下

と円のシェアの上昇がみられる。 1982年に62%

であったドルのシェアは， 1986年から1987年に

かけて一時期上昇がみられるものの，それ以降

は次第に減少し， 1991年には49%まで低下して

いる。一方， 1982年にはドルの約半分のシェア

しかなかった円は， 1987年以降そのシェアを増

大させ， 1991年には49%とドルと方を並べるま

でになっている。また，東南アジアからの輸入

についてみると（表27),やはり同じようにドル

のシェアの低下と円のシェアの上昇がみられる。

1987年に88%であったドルのシェアは， 1991年

には77%まで低下している。一方， 1987年に12

％であった円のシェアは， 1991年には22%まで

上昇している。しかし，それでも円のシェアは

全体の 1/4を占めるにすぎない。

次に機械機器輸出における決済通貨をみると

表26 日本の東南アジアヘの輸出の決済通貨

単位：％（件数ベース）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 

米ドル 62.4 57.7 55.4 51.3 59.3 61.9 59.6 54.9 50.1 49.0 

円 36.3 41.0 43.2 47.3 39.0 36.3 38.3 42.8 47.6 48.5 

その他 1.4 1.3 1.3 1.5 1.6 1.8 2.2 2.4 2.3 2.5 

出所：通商産業省「輸出確認統計」各年版より作成。
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表27 日本の東南アジアからの輸入の決済通貨

単位：％（件数ベース）

1987 1988 1989 1990 1991 

円 11.5 18.1 19.5 19.4 21.6 

米 ド Jレ 87.6 80.6 79.0 78.8 76.5 

ドイツマルク 0.1 0.1 〇.1 0.1 0.1 

スイスフラン 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 

ポ ン ド 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 

そ の 他 0.7 1.2 1.4 1.5 1. 7 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。

（表28),1982年の時点ですでに円のほうがドル

よりも高いシェアを占めているのがわかる。そ

の後， 1986年に逆転するが，それ以降円のシェ

アは再び増大し， 1991年には， ドルのシェアが

39%であるのに対して，円のシェアは48%と10

％ポイントも上回っている。また，もう 1つ注

目されるのは，その他の通貨のシェアが次第に

ではあるが増加していることである。その他の

通貨の占めるシェアは， 1982年には 8%と1割

にも満たなかったのが， 1991年には13%と大き

くなっている。また，機械機器輸入における決

済通貨をみると（表29), ドルのシェアの低下は

それぼど大きくないが，円のシェアは上昇して

いる。 1987年には15%であった円のシェアは，

1991年には23%までになっている。だが，円の

シェアは，全体の 1/4を占めるにすぎず， ド

ルのシェアを大きく下回っている。

以上をまとめると，日本の輸出決済通貨につ

第 60 巻第 5• 6号

いては， 1980年代からドルのシェアが低下し，

かわって円のシェアが上昇している。そして，

1991年には，円とドルのシェアはそれほど変わ

らなくなっている。一方，輸入決済通貨につい

ては，輸出と同じように円のシェアの上昇がみ

られるが，輸出の場合ほど顕著ではない。そし

て， 1991年の時点でも円のシェアは全体の 1/

4程度であり， ドルのシェアを大きく下回って

いる。これらの傾向は，東南アジア及び機械機

器の貿易決済に限定しても同じである。

5. 2. 韓国の貿易決済通貨の変化

それでは，韓国の決済通貨についてみてみよ

う。

まず，韓国の輸出決済通貨についてみると（表

30), 1984年以降，ドルのシェアが低下し，円お

よびドイツマルクのシェアが上昇していること

がわかる。ドルのシェアについてみると， 1984

表29 日本の機械機器輸入における決済通貨

単位：％（件数ベース）

1987 1988 1989 1990 1991 

円 14.7 16.9 18.1 18.4 22.5 

米 ド lレ 56.6 54.2 54.2 53.2 52.5 

ドイツマルク 19.3 19.3 18.4 18.9 16.4 

スイスフラン 1.6 1.5 1.4 1.4 1.3 

ポ ン ド 1.9 1.9 1. 7 1.9 1.6 

そ の 他 5.9 6.3 6.2 6.2 5.7 

出所：通商産業省「輸入報告統計」各年版より作成。

表28 日本の機械機器輸出の決済通貨

単位：％（件数ベース）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 

米ドル 43.3 41.0 41.6 39.4 43.7 45.8 44.2 48.1 39.5 38.7 

円 48.6 50.6 49.7 50.7 45.1 42.6 43.0 37.9 47.5 48.0 

その他 8.1 8.5 8.8 9.9 11.2 11.6 12.9 14.0 13.0 13.3 

出所：通商産業省「輸出確認統計」各年版より作成。
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表30 韓国の輸出決済通貨

単位：％（金額ベース）

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

米 ド Jレ 96.1 95.0 95.0 95.1 95.0 94.7 94.2 91. 7 87.7 87.0 88.0 88.2 88.8 88.9 

ポ ン ド 0.4 0.5 0.3 0.2 0.2 0.3 0.4 〇.5 0.7 0.6 0.4 0.9 0.8 0.7 

ドイツマルク 2.0 1.6 0.8 0.7 0.6 0.6 0.8 1.2 1.6 1.4 2.1 2.3 2.8 2.6 

円 1.2 2.1 3.3 3.4 3.5 3.7 3.8 5.7 8.5 9.4 7.8 7.5 6.3 6.4 

そ の 他 0.3 0.8 〇.6 0.7 0.7 0.6 0.8 1.0 1.5 1.6 1. 7 1.2 1.3 1.4 

出所：韓国銀行「外換統計年報」各年版より作成。

表31 韓国の輸入決済通貨

1980 1981 1982 1983 1984 1985 

米 ド Jレ 93.2 92.6 90.7 87.3 85.3 82.4 

ポ ン ド 0.5 0.5 0.5 0.4 0.3 0.5 

ドイツマルク 1. 7 1.4 1.5 1.6 1. 7 2.0 

円 3.7 4.9 6.1 9.1 10.5 12.3 

そ の他 0.9 0.7 1.2 1.6 2.1 2.8 

出所：韓国銀行「外換統計年報」各年版より作成。

年には95%であったのが， 1993年には89%にな

っている。一方，円のシェアは， 1984年の 4%

から1993年には 6%とほぼ倍近くなっている。

また，ドイツマルクのシェアも， 1984年の0.6%

から1993年には 3%へと上昇している。

次に，輸入決済通貨についても（表31),やは

りドルのシェアの低下と円及びドイツマルクの

シェアの上昇がみられる。 1984年には85%であ

ったドルのシェアは， 1991年には79%にまで減

少している。一方，円のシェアは， 1984年には

11%であったのが， 1993年には14%まで拡大し

ている。また， ドイツマルクのシェアも， 1984

年の 2%から1993年には 3%まで増加している。

これをアンケートの結果と照らし合わせてみ

よう。アンケートによると（図9,10), 韓国企

業が貿易決済通貨として最も多く使用している

と考えられるのはドルである。だが，これには

単位：％（金額ベース）

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

78.4 80.3 83.3 83.3 79.1 78.1 78.6 79.3 

0.6 0.6 0.6 0.6 0.9 0.8 0.6 0.6 

2.9 2.9 3.0 3.2 4.1 4.2 3.8 3.4 

15.7 13.8 12.0 10. 7 12.6 13.6 13.6 13.7 

2.4 2.4 2.2 2.2 3.3 3.3 3.4 3.0 

図 9 韓国企業の輸出決済通貨
~ —-一_________________., ________________________ 

全体

日本

東アジア

北米

ヨーロッパ
r I I I j 

20 40 60 80 100 
単位：％

I圃ドル 囚円 S相手国通貨回その佗

出所：徳永・濱地・姜 [32]より作成。

図10 韓国企業の輸入決済通貨

----------------------------------------------------・ 
全体 吟知：
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ヨーロッバ ：翁裔
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単位：％

［圃ドル 囚円 S相手国通貨回その他

出所：徳永・濱地・姜 [32]より作成。
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地域的なばらつきがみられる。東アジア及び北

米では， 95%以上がドルによる決済である。そ

れに対して，日本との貿易決済では，円のシェ

アが相対的に非常に大きい。特に輸入について

は， ドルのシェアを上回っている。また，ョー

ロッパでは，相手国通貨のシェアが相対的に高

し％

アンケート調査は1993年3月の時点のデータ

しか示していないので，明確なことはわからな

いが，韓国の貿易決済通貨がドルから離れ，円

やドイツマルクなどのほかの通貨にシフトする

傾向にあるのは，これらの諸国との貿易取引の

拡大を示しているか，あるいはこれら諸国との

貿易取引に占める相手国通貨の割合が上昇して

いるのかのいずれかであろう。これらのことか

ら考えると，特定の国との貿易取引を除いては，

決済通貨として依然としてドルが使用されてい

ると考えられる。そしてそれは，第三国間（例

えば，韓国と東南アジア諸国など）では， ドル

以外の通貨での決済はほとんど行なわれていな

いことを意味するだろう。

また，韓国のマクロデータにはウォンの項目

がない。そこでアンケートの結果を再びみると，

これらの図にはウォンの項目がない。これは，

アンケートでウォンの使用頻度を尋ねたにも関

わらず，ウォンを使用していると回答した企業

が1社もなかったからである況これは，財閥系

の大企業でも中小企業でもそうであった。従っ

て，ウォンを貿易決済通貨として使用している

企業はほとんどないと考えられるだろう。

1) 貿易決済通貨の詳細なデータについては，徳永・

濱地・姜 [32]を参照のこと。

ーむすぴにかえて一

以上，韓国企業の対外直接投資の資金調達の

源泉，及び対外直接投資と貿易決済方法・貿易

決済通貨の関連性をみてきた。そこで，これら

のことがどのようなインプリケーションを持つ

のかということを考えてみたい。そして最後に，

限られたデータからではあるが，韓国企業の対

外直接投資とアジアの金融・貿易決済システム

の変容についても考察することにしたい。

1)韓国企業の対外直接投資の資金調達の源泉

1節では，韓国企業は，対外直接投資の出資

金や借入金としての親会社の内部資金を利用す

るよりも，むしろ現地金融機関から借り入れる

（しかも親会社の保証のもとでの借り入れ）傾

向にあることを指摘した。このような傾向は，

日本の多国籍企業の資金調達行動と同じような

ものである。従って，韓国企業の資金調達行動

は，次のようなインプリケーションを持つ。

第一に，このような韓国企業の資金調達行動

は，企業の対外直接投資の原因を企業の過剰資

本に求める宮崎氏の「企業内部純余剰仮説」に

対して，実証的な疑問を投げかける鸞この点に

ついてはすでに，徳永・立石・山本 [31]や立

石 [25]では，日本の機械関連多国籍企業の資

金調達行動から「企業内部純余剰仮説」に対し

て疑問を投げかけている。韓国企業と日本企業

の資金調達行動が同じような傾向を持つという

ことは，それらの実証分析に新たな証拠を示す

1) 宮崎氏の「企業内部純余剰仮説」については，宮

崎 [11]などを参照のこと。また，宮崎氏と佐藤氏
の一連の論争については，高橋 [21]が詳しいサー
ベイをおこなっている。

-142-



韓国企業の対外直接投資と資金調達・貿易決済

ものであるといえるかもしれない。

第二に，日本企業の資金調達行動が，アジア，

とりわけASEAN諸国における金融市場の発

展を促しているという指摘が徳永 [30],To-

kunaga [45]などによってなされている。従っ

て，韓国企業の資金調達行動も同じように

ASEAN諸国の金融市場の発展を促している

と考えられるかもしれない。

2)韓国の貿易決済方法の変容

日本企業の対アジア進出の結果，日本とアジ

アとの貿易決済方法は，すでにみてきたように

銀行信用に基づく信用状による決済から，銀行

信用に基づかない，従って企業間の信用に基づ

く信用状を媒介しない決済へと移行しつつある。

これを促しているのが，多国籍化した日本企業

の企業内分業である。資本財や部品をアジア諸

国に供給し，そこで生産された製品を日本に逆

輸入するという日本とアジア諸国との貿易関係

が形成されつつある。これを企業内で行うこと

で，信用状を利用しない貿易決済が拡大しつつ

ある。

一方，韓国の場合には，輸出の場合には日本

と同じように信用状を利用しない決済の割合が

増大しつつあるが，輸入の場合には信用状を利

用する割合が非常に高く，しかも韓国企業の対

外直接投資が活発になっている1989年以降でも

それほど変化していない。

この点については第4節で，韓国企業の貿易

取引とアジア諸国への進出と関連づけて考察し

た。つまり，それまで韓国から輸出していた製

品（輸出先は主に欧米）の生産をアジア諸国へ

シフトする。その結果，韓国からアジア諸国へ

の資本財や部品の輸出が拡大する。そして，そ

の輸出は企業内で行われている可能性が高いと

考えられる。このことから，韓国の輸出決済に

おいては信用状による決済の割合が減少してい

ると思われる。

一方，韓国企業はアジアで生産している製品

を逆輸入するということはあまり行っていない

ようである。従って，企業内での輸入もそれほ

ど進展せず，輸入決済についてはそれほど大き

な変化はみられないと考えられる。だが，もし

韓国企業が逆輸入を今後拡大する，つまり韓国

企業の販売市場として韓国国内がクローズアッ

プされれば，企業内貿易が進展し，輸入決済に

おいても今後信用状を利用しない貿易決済が拡

大する可能性はあるだろう。

3)韓国の貿易決済通貨の変容

韓国企業の貿易決済通貨は，次第にドルのシ

ェアが低下し，円のシェアが上昇している。し

かし，すでに述べたように，円による貿易決済

はほとんどが日本企業との間で行われ，それ以

外の地域では，ほとんど（あるいは全く）使用

されていない。特に，東アジア（アジア NIES・

ASEAN・中国）では，ほとんどがドルによる決

済であり，一部で相手国通貨による決済がみら

れるだけである。

このことから考えると，アジア域内の第三国

間では円はほとんど利用されていないと思われ

る。これは，アジアで「円の国際化」がそれほ

ど進展しないことを示すものだろう。

むしろここで注目されるのは，アジア諸国に

おいて相手国通貨による決済が行われているこ

とである。井上[4 ]では， ASEAN諸国内で

の取引において，それぞれの国の通貨（シンガ

ポール・ドルやマレーシア・リンギなど）が利

用されていることが指摘されている。そして，

これを媒介しているのが日本の多国籍企業によ
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る企業内取引である。また，徳永 [30]では，

東京外国為替市場において，アジア諸国の通貨

が登場していることを指摘している。さらに，

徳永・立石・山本 [31]では，日本の機械関連

多国籍企業が東アジア諸国との貿易決済，特に

輸入決済において，相手国通貨を利用する割合

がかなり高いことが確認されている。

一方，アンケートに回答した韓国企業のうち，

東アジア域内で相手国通貨を利用していると回

答しているのは，財閥系の大企業である。これ

らの大企業は単に一国へ進出しているのではな

く，海外子会社を複数持ち，世界的な生産ネッ

トワークを形成しつつある。このことから考え

ると，韓国企業の対外直接投資がさらに進展す

ると，今後アジア諸国の通貨による決済が拡大

する可能性がある。

4)韓国企業の対外直接投資とアジア地域に

おける決済・金融面でのアジア化

アジア地域では，日本企業やアジア NIESの

企業の対外直接投資を通じて貿易が拡大してい

る。しかも，従来の垂直的な分業関係から水平

的な分業関係に移行しつつある。このような実

物経済面での相互依存関係の深まりとともに，

金融面でも相互依存関係が深まりつつあり，ま

た，貿易決済で変化の兆しがみられる。

韓国企業による対外直接投資とそれに伴う貿

易構造の変化は，このアジア地域での金融面で

の相互依存関係の深化と貿易決済の変容にある

一定の役割をはたしている。繰り返しになるが，

現地での資金調達によって現地金融市場の発展

を促し，また，企業内貿易の進展に伴って信用

状を利用しない貿易決済が増大しつつある。そ

れに加えて，日本企業との取引における円決済

が増大し，また，わずかではあるが，アジア諸

第 60巻第5・6号

国の通貨による決済も行われ始めている。これ

は，アジア諸国がドルから相対的に自立化しつ

つあることを示すものかもしれない。

だが，先ほど見たように，韓国企業が決済通

貨としてウォンを利用しているケースは全く見

られなかった。また，韓国企業に対するアンケ

ートでも，「今後韓国の資本の自由化が伸展して

もウォンによる決済が増大しない」と回答した

企業が半数にのぼっている乳このことから考

えると，アジア地域での決済・金融面での相互

依存関係をさらに進展させるために何が必要か

を考えなければならないだろう。
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